
市政トピックス

地域げんき課（内線187）

チャレンジデー2019に参加する団体を募集します

商工振興課（内線２４９）

「大村市企業紹介サイト omu-navi（おむナビ）」を開設平成30年度行政評価の結果をお知らせします
評価結果に基づいた事務事業の改善・改革を進め、市民サービスの充実に努めていきます。 内容　市では、市内の企業やお店を紹介するウェブサイ

ト「omu-navi(おむナビ)」を開設しました。

飲食店や商業施設などはもちろん、市が誇るさ

まざまな業種の企業やお店を検索・閲覧するこ

とができます。

新規掲載企業の紹介や、掲載企業からのイベン

ト情報などを、随時お知らせします。

市民の便利帳や若年者の教材として、また就職・

移住希望者（UIJターンなど）の参考としてご活用

ください。

◆掲載企業を募集しています
　対象　市内に事務所、または店舗を有する事業者

　※詳しくは、市ホームページをご確認ください。

※実費費用（通園送迎費・行事費など）は有償となります。

※幼児教育の無償化の詳しい内容は、国で決定されていない事項も多く、今後も変更や追加が行われる可能性があります。新たな情報

は、市ホームページでお知らせします。

消費税率が引き上げられる10月1日から、主に３〜５歳の子どもたちを対象に幼児教育の無償化が実施されます。

無償化の対象範囲や金額は、教育・保育施設などの種類や保育の必要性の有無、住民税の課税状況により異な

ります。
◆チャレンジデー

内容　チャレンジデーとは、１５分以上運動した住

民の参加率を、自治体同士で競い合うイベ

ントです。

日時　５月29日㈬、０時〜21時

◆募集内容
対象　当日、市内のスポーツ施設などを利用してウ

ォーキングやスポーツ大会などのイベントを

実施する団体

〆切　３月13日㈬

申込　市のホームページにある所定の申込書でお

申し込みください。

チラシ

企画政策課（内線２２６）

◆継続事業

終了(7) 1.3%

縮小・終期設定・廃止(21) 3.8%

その他見直し(7) 1.3%

拡充(39) 7.0%

現状維持(480) 86.6%

554事業

方向性（事業数）

◆新規事業として採用した事業（全15件）
主な事業

・結婚応援事業

・待機児童解消金融保育士確保事業

・小・中学校施設環境改善事業

・手話推進事業

・畑地帯担い手育成型農地整備事業（鈴田内倉地区）

・移住・定住促進事業

拡充とした主な事業
・子ども医療費助成事業（旧乳幼児医療助成事業）

・心の教室相談員配置事業

・自殺対策事業

・スポーツ合宿等誘致事業

・産業支援センター運営事業

・中小企業人材育成支援事業

「終了」とした主な事業
・第３子以降出産祝い金事業

「廃止」とした主な事業
・介護支援生きがい活動ポイント事業

その他、事業の方向性を見直した主な事業
・長崎和牛有料素牛導入事業

・中心商店街テナントミックス事業

幼児教育の無償化が10月からスタートします

こども政策課（内線170）

区　分 保育の必要性あり 保育の必要性なし保育の必要性あり 保育の必要性なし

幼稚園

認定こども園

地域型保育事業

幼稚園の預かり保育

認可外保育施設

障害児通園施設

認可保育園

保育料：月２５，７００円まで無償

給食費:有償

保育料：無償

給食費:有償

保育料：無償

給食費:有償

幼稚園部分

保育園部分

支援新制度

以外

支援新制度

該当なし

保育料：月１１，３００円まで無償

保育料：月37，0００円まで無償

無償 無償

該当なし

保育料：住民税非課税世帯は無償

給食費:有償

該当なし

保育料：月42，0００円まで無償
対象外

該当なし

対象外

該当なし

3〜5歳児 0〜2歳児

omu-navi QRコード企業登録QRコード
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平成30年度行政評価の結果をお知らせします
評価結果に基づいた事務事業の改善・改革を進め、市民サービスの充実に努めていきます。

※幼稚園によっては、新制度に移行している園と移行していない園があります。

※実費費用（通園送迎費・行事費など）は有償となります。

※幼児教育の無償化の詳しい内容は、国で決定されていない事項も多く、今後も変更や追加が行われる可能性があります。新たな情報

は、市ホームページでお知らせします。

消費税率が引き上げられる10月1日から、主に３〜５歳の子どもたちを対象に幼児教育の無償化が実施されます。

無償化の対象範囲や金額は、教育・保育施設などの種類や、保育の必要性の有無、住民税の課税状況により異な

ります。現時点で、国が公表している概要をお知らせします。

企画政策課（内線２２６）

◆継続事業

◆新規事業として採用した事業（全10件）
主な事業

　・ミライｏｎ図書館備品等整備事業

　・農村地域防災減災事業（赤似田ため池）

　・東浦・松原漁港海岸長寿命化計画策定事業

　・地域活性学会研究大会開催事業

　・野岳湖公園リニューアル事業

　・都市計画道路見直し事業 

「拡充」とした主な事業
・乳幼児健康相談事業

・放課後子ども教室推進事業

・学校給食管理事業

・特定健康診査等事業（国保健康診査事業）

・東京2020オリンピック・パラリンピック事業

・ミライｏｎ施設等維持管理事業

「その他の見直し」とした主な事業
・移住・定住促進事業

「縮小」とした主な事業
・認可外保育施設健康衛生事業

「終了・廃止・他事業に統合」とした主な事業
・新工業団地整備事業

・中心市街地複合ビル整備事業

幼児教育の無償化が10月からスタートします
こども政策課 ☎54・9100

区　分 保育の必要性あり 保育の必要性なし保育の必要性あり 保育の必要性なし

幼稚園

認定こども園

地域型保育事業

幼稚園の預かり保育

認可外保育施設等

障害児通園施設

認可保育園

保育料：月25,700円まで無償

給食費：有償

保育料：無償

給食費：有償

保育料：無償

給食費：有償

幼稚園部分

保育園部分

新制度未移行

新制度移行

保育料：月11,300円まで無償

保育料：月37,000円まで無償

無償 無償

保育料：有償

　（住民税非課税世帯は無償）

給食費：無償

保育料：有償（住民税非課税世帯

は月42,000円まで無償）

対象外
対象外

（幼稚園は、満3歳から無償化の対象）

3〜5歳児 0〜2歳児

569事業

現状維持（513件）
90.2％

拡充（17件）
3.0％

その他の見直し（4件）
0.7％

縮小（7件）
1.2％

終了・廃止・他事業に統合（28件）
4.9％
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